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平

成

29

年

度

税

制

改

正

　
地
方
税
法
等
の
一
部
改
正

に
伴
い
、
市
税
条
例
の
一
部

が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

◇
個
人
市
民
税
関
係

●�

配
偶
者
控
除
・
配
偶
者
特

別
控
除
の
見
直
し

　
就
業
調
整
を
め
ぐ
る
喫き

っ

緊き
ん

の
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、

配
偶
者
控
除
・
配
偶
者
特
別

控
除
の
見
直
し
が
行
わ
れ
ま

し
た
。
平
成
31
年
度
分
以
降

の
個
人
住
民
税
か
ら
適
用
に

な
り
ま
す
。

①�

配
偶
者
控
除
…
控
除
対
象

配
偶
者
ま
た
は
老
人
控

除
対
象
配
偶
者
を
有
す

る
所
得
割
の
納
税
義
務

者
に
つ
い
て
適
用
す
る

配
偶
者
控
除
の
額
は
表

１
の
と
お
り
で
す
。
な

お
、
合
計
所
得
金
額
が

１
千
万
円
を
超
え
る
所

得
割
の
納
税
義
務
者
は
、

配
偶
者
控
除
の
適
用
は

で
き
ま
せ
ん
。

②�

配
偶
者
特
別
控
除
…
配
偶

者
特
別
控
除
の
対
象
と
な

る
配
偶
者
の
合
計
所
得
金

額
を
38
万
円
超
123
万
円
以

下
（
現
行
38
万
円
超
76
万

円
未
満
）
と
し
、
そ
の
控

除
額
は
表
２
の
と
お
り
で

す
。
な
お
、
現
行
制
度
と

同
様
に
、
合
計
所
得
金
額

が
１
千
万
円
を
超
え
る
所

得
割
の
納
税
義
務
者
は
、

配
偶
者
特
別
控
除
の
適
用

は
で
き
ま
せ
ん
。

③�

今
回
の
配
偶
者
控
除
・
配

偶
者
特
別
控
除
の
見
直

し
に
伴
い
、
調
整
控
除
の

対
象
と
な
る
配
偶
者
控

除
お
よ
び
配
偶
者
特
別

控
除
に
お
け
る
所
得
税

と
個
人
住
民
税
の
控
除

額
の
差
額
は
表
３
・
４
の

と
お
り
で
す
。

問�

い
合
わ
せ
　
市
民
税
課
市

民
税
係

◇
固
定
資
産
税
関
係

●�

わ
が
ま
ち
特
例
の
導
入
拡
大

　
わ
が
ま
ち
特
例
（
特
例
地

域
決
定
型
地
方
税
制
特
例
措

置
）
と
は
、
地
方
税
法
に
規

定
す
る
範
囲
内
で
各
自
治
体

が
固
定
資
産
税
等
に
か
か
る

課
税
標
準
の
特
例
割
合
を
条

例
で
定
め
る
こ
と
が
で
き
る

制
度
で
す
。
市
で
は
、
こ
の

特
例
割
合
を
表
５
の
と
お
り

定
め
ま
し
た
。

所得割の納税義務者の
合計所得金額

控除額

控除対象配偶者 老人控除対象配偶者

９００万円以下 ３３万円 ３８万円

９００万円超９５０万円以下 ２２万円 ２６万円

９５０万円超１，０００万円以下 １１万円 １３万円

10

月

１

日

か

ら

国

民

健

康

保

険

被

保

険

者

証

が

変

わ

り

ま

す

国
民
年
金
保
険
料
納
付
案
内
を

民
間
委
託
し
て
い
ま
す

　
日
本
年
金
機
構
で
は
、
国
民

年
金
保
険
料
が
未
納
と
な
っ
て

い
る
方
に
対
し
て
、
電
話
・
文

書
・
戸
別
訪
問
に
よ
る
保
険
料

の
納
付
の
案
内
業
務
を
民
間
委

消

費

税

軽

減

税

率

制

度

説

明

会

　
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証

（
保
険
証
）
は
、
国
民
健
康
保

険
に
加
入
し
て
い
る
証
明
書
で

あ
り
、
お
医
者
さ
ん
に
か
か
る

と
き
な
ど
に
提
示
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
大
切
な
も
の
で
す
。

　
保
険
証
が
、
更
新
の
時
期
に

な
り
ま
し
た
。
現
在
使
用
し
て

い
る
保
険
証
の
有
効
期
限
は
９

月
30
日
ま
で
で
す
。
新
し
い
保

険
証
を
９
月
中
旬
か
ら
簡
易
書

留
郵
便
（
※
）
で
送
付
し
ま
す

の
で
、
10
月
１
日
か
ら
使
用
し

て
く
だ
さ
い
。

　
ま
た
、
古
い
保
険
証
は
10
月

１
日
以
降
使
用
で
き
ま
せ
ん
の

で
、
10
月
１
日
以
降
、
破
棄
す

る
か
、
市
へ
返
却
し
て
く
だ
さ

い
。

※�

簡
易
書
留
郵
便
と
は
、
普
通

郵
便
の
よ
う
に
郵
便
物
を

各
家
庭
の
郵
便
受
け
に
入

れ
る
の
で
は
な
く
、
郵
便
局

の
配
達
員
が
直
接
手
渡
し

す
る
方
法
で
、
受
け
取
り
の

際
に
は
受
領
印
が
必
要
と

な
り
ま
す
。

★

ご

不

在

の

場

合

は

　
保
険
証
配
達
時
に
ご
不
在
の

場
合
は
、
郵
便
局
の
配
達
員
が

「
不
在
連
絡
票
」
を
置
い
て
い

き
ま
す
の
で
、
必
ず
郵
便
局
へ

連
絡
し
、
都
合
の
よ
い
日
に
再

配
達
を
希
望
す
る
か
、
ま
た
は

直
接
、
郵
便
局
で
受
け
取
っ
て

く
だ
さ
い
。受
け
取
り
方
な
ど
、

詳
し
く
は
「
不
在
連
絡
票
」
で

ご
確
認
く
だ
さ
い
。

保
険
証
を
受
け
取
っ
た
ら

記

載

内

容

の

確

認

を

　
新
し
い
保
険
証
が
届
き
ま
し

た
ら
必
ず
記
載
内
容
を
確
認
し

　
青
梅
税
務
署
で
は
、
事
業
者

を
対
象
と
し
て
、
消
費
税
の
軽

減
税
率
制
度
に
関
す
る
説
明
会

を
開
催
し
ま
す
。

　
消
費
税
の
軽
減
税
率
制
度

は
、
平
成
31
年
10
月
１
日
か
ら

の
消
費
税
率
10
％
へ
の
引
き
上

げ
と
同
時
に
実
施
さ
れ
ま
す
。

　
軽
減
対
象
品
目
の
取
り
扱
い

が
あ
る
消
費
税
の
課
税
事
業
者

だ
け
で
な
く
、
例
え
ば
、
会
議

費
や
、
交
際
費
と
し
て
飲
食
料

品
等
を
購
入
す
る
事
業
者
や
、

消
費
税
の
免
税
事
業
者
も
、
取

り
扱
い
商
品
の
適
用
税
率
の
確

認
や
適
用
税
率
ご
と
の
区
分
経

理
な
ど
、
制
度
の
実
施
に
向
け

た
準
備
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　
多
く
の
事
業
者
に
関
係
の
あ

る
制
度
で
す
の
で
、
ぜ
ひ
説
明

会
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。

日�

時
　
９
月
22
日
（
金
）　
午

配偶者の合計所得金額 控除額

合
計
所
得
金
額
900
万
円
以
下
の
所
得
割

の
納
税
義
務
者

３８万円超９０万円以下 ３３万円

９０万円超９５万円以下 ３１万円

９５万円超１００万円以下 ２６万円

１００万円超１０５万円以下 ２１万円

１０５万円超１１０万円以下 １６万円

１１０万円超１１５万円以下 １１万円

１１５万円超１２０万円以下 ６万円

１２０万円超１２３万円以下 ３万円

合
計
所
得
金
額
900
万
円
超
950
万
円
以
下

の
所
得
割
の
納
税
義
務
者

３８万円超９０万円以下 ２２万円

９０万円超９５万円以下 ２１万円

９５万円超１００万円以下 １８万円

１００万円超１０５万円以下 １４万円

１０５万円超１１０万円以下 １１万円

１１０万円超１１５万円以下 ８万円

１１５万円超１２０万円以下 ４万円

１２０万円超１２３万円以下 ２万円

合
計
所
得
金
額
950
万
円
超
１
千
万

円
以
下
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者

３８万円超９５万円以下 １１万円

９５万円超１００万円以下 ９万円

１００万円超１０５万円以下 ７万円

１０５万円超１１０万円以下 ６万円

１１０万円超１１５万円以下 ４万円

１１５万円超１２０万円以下 ２万円

１２０万円超１２３万円以下 １万円

所得割の納税義務者の
合計所得金額

所得税と個人住民税の控除額の差額

控除対象配偶者 老人控除対象配偶者

９００万円以下 ５万円 １０万円

９００万円超９５０万円以下 ４万円 ６万円

９５０万円超１，０００万円以下 ２万円 ３万円

所得割の納税義務者の
合計所得金額

所得税と個人住民税の控除額の差額

配偶者の合計所得金額
３８万円超
４０万円未満

配偶者の合計所得金額
４０万円以上
４５万円未満

９００万円以下 ５万円 ３万円

９００万円超９５０万円以下 ４万円 ２万円

９５０万円超１，０００万円以下 ２万円 １万円

対象資産 減額期間 特例割合

家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業または事業所内
保育事業（利用定員５人以下）の用に直接供する家屋
および償却資産

永年 ２分の１

企業主導型保育事業の用に供する土地、家屋および償
却資産

５年度分 ２分の１

緑地管理機構が設置、管理する一定の市民公開緑地の
用に供する土地

３年度分 ３分の２

て
く
だ
さ
い
。
記
載
内
容
に
間

違
い
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
お

手
数
で
す
が
保
険
年
金
課
へ
ご

連
絡
く
だ
さ
い
。

保

険

証

の

有

効

期

間

は

２

年

間

で

す

　
新
し
い
保
険
証
の
有
効
期
間

は
原
則
と
し
て
平
成
31
年
９
月

30
日
ま
で
で
す
が
、
退
職
者
医

療
制
度
の
期
間
満
了
や
、
後
期

高
齢
者
医
療
制
度（
75
歳
到
達
）

へ
の
移
行
に
伴
い
、
有
効
期
間

の
短
い
保
険
証
が
発
行
さ
れ
て

い
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

国

民

健

康

保

険

税

の

滞

納

が

あ

る

場

合

　
保
険
税
に
滞
納
が
あ
る
世
帯

の
保
険
証
は
、
そ
の
滞
納
の
状

況
に
よ
り
通
常
の
保
険
証
よ
り

有
効
期
間
が
短
く
な
り
ま
す
。

ま
た
、
一
部
の
方
は
窓
口
で
の

交
付
に
な
り
ま
す
の
で
、
対
象

の
方
に
は
９
月
中
旬
に
通
知
を

送
付
し
ま
す
。

す
で
に
他
の
健
康
保
険
に

加

入

し

て

い

る

場

合

　
必
ず
国
民
健
康
保
険
を
脱
退

す
る
届
け
出
を
し
て
く
だ
さ

い
。
届
け
出
を
し
な
い
と
国
保

に
加
入
し
た
ま
ま
と
な
り
、
保

険
税
の
納
税
通
知
書
が
送
付
さ

れ
ま
す
。
新
し
い
健
康
保
険
証

と
今
ま
で
の
国
民
健
康
保
険

証
、
納
税
通
知
書
、
印
鑑
、
本

人
確
認
書
類
を
お
持
ち
に
な
っ

て
、手
続
き
を
お
願
い
し
ま
す
。

※�

毎
週
木
曜
日
は
午
後
８
時
ま

で
開
庁
し
て
い
ま
す
の
で
、

ご
利
用
く
だ
さ
い
。

新

し

い

保

険

証

の

色

▼�

一
般
被
保
険
者
証
…
濃
い
ク

リ
ー
ム
色

▼�

退
職
者
被
保
険
者
証
…
空
色

問�

い
合
わ
せ
　
保
険
年
金
課
資

格
賦
課
係

●�

償
却
資
産
に
対
す
る
中
小

企
業
者
等
特
例
の
改
正

　
中
小
企
業
者
等
が
国
に
提

出
し
た
認
定
経
営
力
向
上
計

画
に
基
づ
き
取
得
し
た
一
定

の
機
械
お
よ
び
装
置
に
対
し

て
３
年
度
分
、
固
定
資
産
税

を
２
分
の
１
に
減
額
す
る

特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の

対
象
に
国
が
定
め
た
26
業
種

の
中
小
企
業
者
等
が
取
得
し

た
一
定
の
測
定
・
検
査
工
具
、

器
具
・
備
品
お
よ
び
建
物
附

属
設
備
が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。

●�

住
宅
改
修
に
か
か
る
固
定

資
産
税
の
減
額
措
置
の

拡
充

　
耐
震
改
修
お
よ
び
省
エ
ネ

改
修
を
行
っ
た
住
宅
に
か
か

る
固
定
資
産
税
の
減
額
措
置

に
つ
い
て
、
長
期
優
良
住
宅

の
認
定
を
受
け
た
場
合
に
は

固
定
資
産
税
の
３
分
の
２
を

減
額
し
ま
す
。
な
お
、
長
期

優
良
住
宅
以
外
の
場
合
、
耐

震
改
修
は
２
分
の
１
、
省
エ

ネ
改
修
は
３
分
の
１
を
減
額

し
ま
す
。

問�

い
合
わ
せ
　
土
地
に
つ
い

て
…
資
産
税
課
土
地
係

▽
減
額
措
置
の
内
容
・
申

請
方
法
、
家
屋
・
償
却
資

産
に
つ
い
て
…
資
産
税

課
家
屋
係

◇
軽
自
動
車
税
関
係

●�

グ
リ
ー
ン
化
特
例
の
延
長

　
27
年
度
税
制
改
正
で
実

施
さ
れ
た
グ
リ
ー
ン
化
特

例
（
軽
課
）
に
つ
い
て
、
特

例
措
置
が
２
年
間
延
長
さ
れ

ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
29

年
４
月
～
31
年
３
月
に
初
回

託
し
て
行
っ
て
い
ま
す
。

受�

託
事
業
者
　
日
立
ト
リ
プ
ル�

ウ
ィ
ン
（
株
）　
０
１
２�

０
・
211
・
231

※�

民
間
委
託
に
つ
い
て
の
詳
細

は
、
日
本
年
金
機
構
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ 

　http://w
w
w
.

nenkin.g
o.jp

で
確
認
で

き
ま
す
。

問�

い
合
わ
せ
　
青
梅
年
金
事
務

所
☎
30
・
３
４
１
０

前
10
時
～
11
時
30
分
、
午
後

１
時
30
分
～
３
時

※�

午
前
・
午
後
同
一
の
内
容
で

す
。

会�

場
　
市
役
所
２
階
会
議
室

問�

い
合
わ
せ
　
青
梅
税
務
署

法
人
課
税
第
１
部
門
☎
22
・

３
１
８
５
（
自
動
音
声
に

従
っ
て
「
２
」
を
選
択
し
て

く
だ
さ
い
）、
青
梅
商
工
会

議
所
☎
23
・
０
１
１
３

H P

車
両
番
号
指
定
を
受
け
た
３

輪
以
上
の
一
定
の
環
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表１　配偶者控除額

表２　配偶者特別控除額

表３　配偶者控除の所得税と個人住民税の控除額の差額

表４　配偶者特別控除の所得税と個人住民税の控除額の差額

表５　わがまち特例の特例割合


